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第１号議案：剰余金の処分の件
 

第２号議案：取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）２名
選任の件

 

第３号議案：監査等委員である取締
役１名選任の件

第４号議案：役員賞与支給の件
 

第５号議案：退任取締役に対し退職
慰労金贈呈の件

開催
場所

鹿児島市新照院町41番１号
SHIROYAMA HOTEL kagoshima
(城山ホテル鹿児島) ４階 ガレリア

株主総会に当日ご出席いただけない株主様
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

証券コード：１３８１



（証券コード：1381）
2018年９月６日

株 主 各 位

鹿 児 島 市 草 牟 田 二 丁 目 １ 番 ８ 号
株 式 会 社 ア ク シ ー ズ
代表取締役社長 伊 地 知 　 高 正

第56回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第56回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2018年９月20日（木曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い
申し上げます。

敬　具

記

１． 日 時 2018年９月21日（金曜日）午前10時

２． 場 所 鹿児島市新照院町41番１号

SHIROYAMA HOTEL kagoshima（城山ホテル鹿児島）４階 ガレリア

（末尾の会場ご案内図をご参照ください）
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３． 会議の目的事項

報 告 事 項 １．第56期（2017年７月１日から2018年６月30日まで）事業報告、連
結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結
果報告の件

２．第56期（2017年７月１日から2018年６月30日まで）計算書類報告
の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

第４号議案 役員賞与支給の件

第５号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申し上げます。

◎本招集ご通知において提供すべき書類のうち、事業報告の「会社の新株予約権等に関する事項」、
「会計監査人に関する事項」及び「業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項」、連結
計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算
書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネッ
ト上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりませ
ん。
なお、本招集ご通知添付書類に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、監査等委員
会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類
及び計算書類の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（http://www.axyz-grp.co.jp）に掲載させていただきます。

◎当日は軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、株主様におかれましても軽装でご出
席くださいますようお願い申し上げます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告
(自　2017年 7 月 1 日)至　2018年 6 月30日

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　企業集団の事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善が進み緩やかな回
復が見られるものの、米国の政策運営及び各国との通商問題の発生や北朝鮮をはじめとする地
政学的リスクの高まり等から、先行き不透明な状況が続いております。
　鶏肉業界におきましては、輸入鶏肉数量及び国内における鶏肉の生産が増加しております。
加えて、他畜種の相場低迷が重なったことにより、鶏肉の需給が悪化しその流通在庫は増加い
たしました。これらを起因として鶏肉相場の低迷が継続しております。
　このような状況の中、当社グループの業績は、売上高193億69百万円（前期比3.0％増）と
なりました。利益面につきましては、営業利益29億91百万円（同0.9％増）、経常利益30億
86百万円（同0.9％増）となり、親会社株主に帰属する当期純利益は、21億31百万円（同8.8％
増）となりました。
　なお、セグメント別の売上高の状況は、次のとおりであります。

区 分
第55期

(2017年６月期)
第56期

(2018年６月期) 前 連 結 会 計 年 度 比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減 金 額 増 減 率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

食 品 16,147 85.9 16,875 87.1 728 4.5

外 食 2,655 14.1 2,493 12.9 △161 △6.1

合 計 18,802 100.0 19,369 100.0 566 3.0
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⑵　企業集団の資金調達の状況
　特記すべき資金調達はありません。

⑶　企業集団の設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は９億27百万円であります。その主なものは、鶏肉加
工工場の設備増強及び肥育施設の新設であり、更なる生産効率向上のため実施いたしました。

⑷　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第 53 期
(2015年６月期)

第 54 期
(2016年６月期)

第 55 期
(2017年６月期)

第56期(当連結会計年度)
(2018年６月期)

売 上 高(百万円) 17,664 18,378 18,802 19,369

経 常 利 益(百万円) 1,934 2,388 3,058 3,086

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 1,091 1,223 1,960 2,131

１株当たり当期純利益 （円） 194.29 217.80 349.02 379.63

総 資 産(百万円) 10,483 11,556 13,777 15,360

純 資 産(百万円) 7,747 8,774 10,575 12,444

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 1,379.55 1,562.48 1,883.05 2,215.94

⑸　企業集団の対処すべき課題
　日本経済は、堅調な企業収益や雇用環境の改善に支えられ、緩やかな回復基調にあるものの、
米国発の貿易摩擦や原油価格の高騰等から先行きに懸念が残る状況にあります。また、鶏肉業界
におきましては、食肉・穀物相場の変動や世界規模での需給動向の変化が激しく、厳しい経営環
境が続くことを予測しております。
　こうした状況下におきまして、当社グループは販売活動の強化を図るとともに、更なる設備投
資と生産・製造工程の改良・更新によって、生産数量及び出荷数量の増加に努め、より強固な経
営体質の確立を目指します。
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⑹　企業集団の主要な事業内容（2018年６月30日現在）
　当社の企業集団は、当社、連結子会社７社及び持分法適用関連会社１社で構成されており、主
として次の事業を行っております。
①　鶏肉（チルド及びフローズン）及び鶏肉に加熱、味付け等の加工を施した商品の製造販売
②　ケンタッキーフライドチキン及びピザハット店舗のＦＣ事業

⑺　企業集団の主要拠点等（2018年６月30日現在）
①当社の主要拠点

本社、川上工場、宮之浦工場、南栄事業所　　（鹿児島県鹿児島市）
宮之城工場、薩摩工場、鹿児島工場　　　　　（鹿児島県薩摩郡さつま町）
東京営業所　　　　　　　　　　　　　　　　（東京都文京区）

②子会社の主要拠点
アクシーズフーズ本社　　　　　　　　　　　（東京都文京区）
錦江湾飼料鹿児島工場　　　　　　　　　　　（鹿児島県鹿児島市）

⑻　企業集団及び当社の従業員の状況（2018年６月30日現在）
①企業集団の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

食品 1,100名（ －） 16名増

外食 80名（ 583） 1名減

合　　計 1,180名（ 583） 15名増

（注）　従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を
含む。）であり、（　）書きは外書きで臨時従業員の期中平均雇用人員を記載しております。

②当社の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

908名 11名増 43.6歳 5.6年

（注）　従業員数の中には常勤嘱託社員15名を含んでおります。
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⑼　重要な親会社及び子会社の状況
①重要な親会社の状況
　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ア ク シ ー ズ フ ー ズ 30百万円 100.0％ 外食事業及び鶏肉とその鶏肉加工食品の販売

錦 江 湾 飼 料 株 式 会 社 30 100.0 飼 料 の 製 造 販 売

株式会社アクシーズケミカル 20 100.0 シラスバルーン及びゼオライトの製造販売

２．会社の株式に関する事項（2018年６月30日現在）
⑴　発行可能株式総数 19,350,000株
⑵　発行済株式の総数 5,617,500株(うち自己株式1,608株)
⑶　株主数 2,321名
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 照 国 興 産 600,000株 10.68％

伊 地 知 　 高 正 502,815 8.95

伊 地 知 　 芳 正 502,815 8.95

日 本 ハ ム 株 式 会 社 500,000 8.90

株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 280,000 4.99

伊 地 知 　 恭 正 250,200 4.46

伊 地 知 　 昭 正 250,200 4.46

農 林 中 央 金 庫 210,000 3.74

村 　 　 　 尾 　 　 　 万 紀 子 185,000 3.29

伊 地 知 　 洋 正 185,000 3.29

（注）　持株比率は自己株式（1,608株）を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
⑴　取締役の状況（2018年６月30日現在）
地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 伊 地 知 　 高 　 正 錦 江 湾 飼 料 株 式 会 社 代 表 取 締 役 社 長

常 務 取 締 役 榊 茂 株式会社アイエムポートリー代表取締役社長

取締役（監査等委員・常勤） 西 　 秀 樹

取締役（監査等委員） 山 之 内 　 浩 　 明 有限会社山之内コンピューター会計代表取締役
税 理 士 法 人 れ い め い 代 表 社 員

取締役（監査等委員） 新 　 倉 　 哲 　 朗
（注）１．取締役山之内浩明氏及び新倉哲朗氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．取締役山之内浩明氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものでありま
す。

３．情報収集の充実を図り、内部統制監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化
するために、西秀樹氏を常勤の監査等委員として選定しております。

４．当社は、取締役新倉哲朗氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。

⑵　役員報酬等の総額

役 員 区 分
報酬等の総
額
（百万円）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 百 万 円 ） 対象となる
役員の員数

（人）基 本 報 酬 ス ト ッ ク
オプション 賞 与 退職慰労金

取締役
（監査等委員を除く。）
（社外取締役を除く。）

51 37 － 11 3 3

取締役
（監査等委員）
（社外取締役を除く。）

7 6 － － 0 1

監査役
（社外監査役を除く。） 1 1 － － 0 1

社外取締役
（監査等委員） 0 0 － － － 1

社外監査役 0 0 － － － 1

計 60 45 － 11 3 7
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（注）１．上記には、2017年９月12日開催の第55回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名を含めております。
なお当社は、2017年９月12日に監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。

２．監査等委員会設置会社移行前の取締役の報酬限度額は、2001年９月27日開催の第39回定時株主総会において、年
額120百万円以内と決議いただいております。また、監査等委員会設置会社移行後の取締役（監査等委員を除く。）
の報酬限度額は、2017年９月12日開催の第55回定時株主総会において、年額120百万円以内と決議いただいてお
ります。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2017年９月12日開催の第55回定時株主総会において、年額30百万円以内
と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、1999年８月30日開催の第37回定時株主総会において、年額30百万円以内と決議いただい
ております。

５．取締役（監査等委員）及び監査役の員数は、無支給者が１名いるため、当事業年度支給対象人員数と相違しており
ます。

６．上記の表に記載した報酬等のほか、2017年９月12日開催の第55回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役
１名に支払った退職慰労金は25百万円であります。

⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況等及び当社と当該他の法人等との関係
区 分 氏 名 兼 職 先 会 社 名 兼 職 の 内 容

社 外 取 締 役 山 之 内 　 浩 　 明
有限会社山之内コンピューター会計 代 表 取 締 役

税 理 士 法 人 れ い め い 代 表 社 員
（注）　有限会社山之内コンピューター会計から、税務上のコンサルティングを受けております。また、税理士法人れいめい

とは顧問契約を締結しております。

②　社外役員の主な活動状況
区 分 氏 名 活 動 状 況

社 外 取 締 役 山 之 内 　 浩 　 明

当事業年度に開催された取締役会19回のうち、監査役として４回、
監査等委員として10回出席し、税理士としての専門的見地から、取
締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ために適宜発言を行っております。
また、当事業年度において開催された監査役会及び監査等委員会の
すべてに出席し、主に当社の経理システム並びに内部統制監査につ
いて適宜、必要な発言を行っております。

社 外 取 締 役 新 倉 哲 朗

当事業年度に開催された取締役会19回のうち、監査役として４回、
監査等委員として10回出席し、弁護士として法律に関する専門的な
知識と経験から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための発言を行っております。
また、当事業年度において開催された監査役会及び監査等委員会の
すべてに出席し、監査結果についての意見交換等、専門的見地から
適宜、必要な発言を行っております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2018年６月30日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

10,093
6,724
1,760

390
208
660
16

334
△0

5,266
4,682

661
67

1,597
2,344

11
17

566
336
38
24

167
△0

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 2,386

買 掛 金 365
未 払 金 1,349
未 払 法 人 税 等 445
繰 延 税 金 負 債 35
役 員 賞 与 引 当 金 11
そ の 他 179

固 定 負 債 529
社 債 35
繰 延 税 金 負 債 160
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 114
退 職 給 付 に 係 る 負 債 167
そ の 他 51

負 債 合 計 2,916
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 12,373
資 本 金 452
資 本 剰 余 金 428
利 益 剰 余 金 11,493
自 己 株 式 △1

その他の包括利益累計額 71
その他有価証券評価差額金 71

純 資 産 合 計 12,444
資 産 合 計 15,360 負 債 純 資 産 合 計 15,360

（注）　記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
(自　2017年 7 月 1 日
至　2018年 6 月30日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 19,369
売 上 原 価 12,101

売 上 総 利 益 7,267
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,276

営 業 利 益 2,991
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 9
受 取 家 賃 30
為 替 差 益 1
受 取 保 険 金 35
そ の 他 20 107

営 業 外 費 用
支 払 利 息 0
減 損 損 失 10
そ の 他 0 11
経 常 利 益 3,086

特 別 利 益
補 助 金 収 入 54 54

特 別 損 失
固 定 資 産 圧 縮 損 54
固 定 資 産 除 却 損 41
減 損 損 失 29 125

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,015
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 959
法 人 税 等 調 整 額 △75 883
当 期 純 利 益 2,131
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,131

（注）　記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2018年６月30日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
そ の 他

7,526
4,474
1,739

399
215
423
183
57
34

4,642
4,252

509
123

0
0

1,540
2,067

11
0

389
192
192

0
4

流 動 負 債 1,966
買 掛 金 292
未 払 金 1,018
未 払 法 人 税 等 371
未 払 消 費 税 等 91
預 り 金 82
繰 延 税 金 負 債 36
役 員 賞 与 引 当 金 11
そ の 他 63

固 定 負 債 329
繰 延 税 金 負 債 160
退 職 給 付 引 当 金 133
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 34

負 債 合 計 2,295
（ 純  資  産  の  部 ）
株 主 資 本 9,811

資 本 金 452
資 本 剰 余 金 428

資 本 準 備 金 428
利 益 剰 余 金 8,932

利 益 準 備 金 41
そ の 他 利 益 剰 余 金 8,891

特 別 償 却 準 備 金 572
別 途 積 立 金 2,250
繰 越 利 益 剰 余 金 6,068

自 己 株 式 △1
評 価 ・ 換 算 差 額 等 61

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 61
純 資 産 合 計 9,873

資 産 合 計 12,169 負 債 純 資 産 合 計 12,169
（注）　記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
(自　2017年 7 月 1 日)至　2018年 6 月30日

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 17,094
売 上 原 価 12,509

売 上 総 利 益 4,584
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,981

営 業 利 益 2,603
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 132
受 取 家 賃 24
為 替 差 益 1
そ の 他 59 216

営 業 外 費 用
支 払 利 息 0
減 損 損 失 8
そ の 他 0 9

経 常 利 益 2,810
特 別 利 益

補 助 金 収 入 54 54
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 23
固 定 資 産 圧 縮 損 54 78
税 引 前 当 期 純 利 益 2,786
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 826
法 人 税 等 調 整 額 △60 766
当 期 純 利 益 2,020

（注）　記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2018年８月23日

株式会社アクシーズ
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 川 畑 秀 二 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 川 畑 秀 和 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社アクシーズの2017年７月１日から
2018年６月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社アクシーズ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2018年８月23日

株式会社アクシーズ
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 川 畑 秀 二 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 川 畑 秀 和 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アクシーズの2017年７月１
日から2018年６月３０日までの第５６期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2017年７月１日から2018年６月30日までの第56期事業年度における取締役の職
務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内
容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
⑴　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な

会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し
ました。また、子会社につきましては、子会社に取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

⑵　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年８月24日
株 式 会 社 ア ク シ ー ズ 　 監 査 等 委 員 会

常勤監査等委員 西 　 　 　 秀 　 樹 ㊞
社外監査等委員 山 之 内 　 浩 　 明 ㊞
社外監査等委員 新 　 倉 　 哲 　 朗 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　第56期の期末配当につきましては、当事業年度の業績及び今後の事業展開等を勘案いたし
まして以下のとおりといたしたいと存じます。
①　配当財産の種類

　金銭といたします。
②　配当財産の割当に関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき75円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は421,191,900円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2018年９月25日といたしたいと存じます。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（２名）は、本
総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であ
ると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社の
株 式 数

１
い
伊

ぢ
地

ち
知

 
　

たか
高

 
　

まさ
正

(1975年３月３日生)

2005年 ２月 当社入社

502,815株

2007年 ７月 管理部長
2007年 ９月 取締役
2009年 ９月 専務取締役
2017年 ９月 代表取締役社長（現）
（重要な兼職の状況）
錦江湾飼料株式会社代表取締役社長
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社の
株 式 数

２
さかき
榊

しげる
茂

(1953年９月29日生)

1977年 ４月 当社入社

18,600株

2001年 ９月 取締役
2003年 ７月 生産部長
2017年 ９月 常務取締役（現）
（重要な兼職の状況）
株式会社アイエムポートリー代表取締役社長

（注）　各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

第３号議案　監査等委員である取締役１名選任の件
　監査等委員である取締役西秀樹氏は、本総会終結の時をもって退任されますので、監査等委員
である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、選任する監査等委員である取締役の任期は、当社定款の定めにより、退任する監査等委
員である取締役の任期の満了する時までとなります。
　また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社の
株 式 数

まつ
松

 
　

やま
山

 
　

 
　

 
　

てらす
照

(1948年４月20日生)

2003年 ７月 当社入社
4,000株2005年 ７月 社長室次長

2009年 ９月 監査役（常勤）
（注）　候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案　役員賞与支給の件
　当事業年度末時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名に対し、当事業年度の業
績等を勘案して、役員賞与総額11百万円を支給することといたしたいと存じます。
　なお、各取締役に対する金額は、取締役会にご一任願いたいと存じます。

第５号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
　本総会終結の時をもって退任される監査等委員である取締役西秀樹氏に対し、その在任中の功
労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈したいと
存じます。
　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役在任期間分については取締役会に、監
査役及び監査等委員在任期間分については監査等委員である取締役の協議に、それぞれご一任願
いたいと存じます。
　退任される監査等委員である取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

西 　 　 　 秀 　 樹
2009年９ 月 取締役
2013年９ 月 監査役（常勤）
2017年９ 月 監査等委員である取締役（常勤）（現）

以　上
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株主総会会場ご案内図

会　場：鹿児島市新照院町41番１号
SHIROYAMA HOTEL kagoshima（城山ホテル鹿児島） ４階 ガレリア

電　話：099－224－2211

3

3

10

225

225

至空港･熊本･宮崎

鹿児島北I.C.
至
川
内
･
熊
本

九
州
自
動
車
道

新上橋

JR鹿児島中央駅

維新ふるさと館

高見馬場

西郷隆盛銅像

市立美術館
城山ホテル鹿児島

西郷洞窟

西郷終焉の地

今和泉島津家屋敷跡

黎明館
水族館口

ドルフィンポート

桜島桟橋

鹿児島駅前

至仙厳園

水族館

照国神社

新屋敷

武之橋 甲突川
鹿児島I.C.

至指宿

交通のご案内
鹿児島空港から　　　　　　車で40分
ＪＲ鹿児島中央駅から　　　車で10分
天文館通りから　　　　　　車で10分


